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序章  

 

１ 背景と必要性 

 

高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占めるがん、糖尿病、虚

血性心疾患、脳血管疾患等の生活習慣病の割合は増加し、医療費に占める生活習慣病の

割合も国民医療費の約３分の１となり、死亡原因でも生活習慣病が約５割を占めている

（図表１）。 

生活習慣病の中でも特に、心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険因子である糖尿

病、高血圧症、脂質異常症等の有病者やその予備群が増加しており、また、その発症前

の段階であるメタボリックシンドロームが強く疑われる者と予備群と考えられる者を合

わせた割合は、男女とも 40歳以上では高く、40～74歳において、男性では２人に１人、

女性では５人に１人程度の割合となっている（図表２）。 

国民の生涯にわたって生活の質の維持・向上のためには、糖尿病、高血圧症、脂質異

常症等の発症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置いた取組が重要であ

り、喫緊の課題となっている。 

これらを背景に、国・都道府県・医療保険者がそれぞれ目標を定め、それぞれの役割

に応じた必要な取組を進めることとなった。このうち医療保険者の役割としては、生活

習慣病対策による医療費適正化効果の直接的な恩恵を享受できること、また対象者の把

握が比較的容易であり健診・保健指導の確実な実施が期待できること等から、平成 20年

度から特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」という。）の実施義務を

担っている。 

この「特定健康診査等実施計画」は、上記及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和 57 年法律第 80 号。以下「高確法」という。）第 19 条の規定に基づき、厚生労働大臣

の定める「特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るための基本的な

指針」（以下「基本指針」という。）を踏まえ、公立学校共済組合（以下「当組合」とい

う。）の 40 歳以上 75 歳未満の組合員及び被扶養者（以下「組合員等」という。）に対し

特定健康診査等を実施するに当たっての基本的な事項及びその成果に係る目標に関する

事項について定めるものである。 
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図表 1：医療費と死因（生活習慣病に分類される疾患） 
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図表 2：メタボリックシンドロームの状況（20 歳以上） 
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２ 当組合の現状等 

 

当組合は、地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 152号）の規定に基づき設立さ

れた共済組合である。 

公立学校の職員並びに都道府県教育委員会及びその所管に属する教育機関の職員等を

組合員とし、令和５年３月末現在の組合員数は 1,157,544人、任意継続組合員数は 18,865

人、それらの被扶養者数は 745,135 人である。また、令和５年９月末現在の当組合の男

女比率は、組合員では男性が約 44.8％、女性が約 55.2％、被扶養者では男性が約 42.1％、

女性が 57.9％である（図表３）。 

主たる事務所（以下「本部」という。）を東京都千代田区神田駿河台に、従たる事務所

（以下「支部」という。）を都道府県教育委員会に置き、同法の規定に基づき、短期給付

事業（健康保険）及び長期給付事業（年金）並びに保健事業等の福祉事業を行っている。  

当該保健事業は、健康教育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防に

係る組合員等の自助努力に対する支援その他の組合員等の健康増進等のために必要な事

業を実施することにより、組合員等の健康・ＱＯＬ（生活の質）の改善を促し、組合員

が安心して職務に専念できるよう支援するものである。 

また、保健事業の充実を図り、組合員等の健康増進等を推進することは、短期給付の

予防給付的な措置として、組合の健全な財政運営及び組合員の負担増の抑制につながり、

中長期的には医療費の適正化に資するものである。 

当組合の「保健事業実施に関するガイドライン」（令和５年３月６日制定）においては、

健康管理事業の実施に当たっては、生活習慣病の発症・重症化予防、がんの早期発見・

早期治療及びメンタルヘルス対策を柱とし、組合員の年齢構成や女性組合員が約半数を

占めている特徴を踏まえた上で、事業の更なる充実を図ること、また、組合員が健康管

理事業の利用を通じて、継続的に自身の健康をマネジメントすることができるよう、事

業主に対し、予防・健康づくりに係る取組の重要性について情報提供を行うとともに、

組合員が健康管理事業を利用するための時間の確保等の職場環境の整備について働きか

けを行うことを、重点項目として位置付けている。 

 

図表３：男女別年齢階級別組合員数及び被扶養者数（令和５年９月末時点） 
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３ 特定健康診査等の基本的な考え方 

 

当組合における令和４年度の特定健康診査等の実施状況を見ると、メタボリックシン

ドローム該当者と予備群を合わせた割合は、男性では 39.8％、女性では 10.3％であった

（図表４）。 

この結果は、第１項で記した令和元年国民健康・栄養調査の数値に比べると低めでは

あるが、増加傾向にある医療費の伸びの抑制を実現するため、また、当組合の健全な財

政運営及び組合員の負担増の抑制につなげるため、生活習慣病の発症や重症化の予防に

重点を置いた対策の必要がある。 

 

図表４：令和４年度の当組合における特定健康診査におけるメタボリックシンドロームの状況 
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  本計画は、このような状況を踏まえて作成しており、基本指針に掲げられた令和 11年

度における特定健康診査等の実施に係る目標の達成に向けて、事業主と連携を図りなが

ら特定健康診査等を実施していくものである。 

 

なお、当組合の保健事業は主として支部において実施しており、特定健康診査等も支

部を事業主体として実施することとなる。したがって、本計画第三章に掲げる事項は、

当組合における標準的な実施方法等として定めるものであり、地域の実情に応じた細部

に係る部分は、支部独自の計画において適宜補完するものである。 

男性 

女性 
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第一章 達成目標 

 

令和 11年度の実施率（目標値）は、基本指針に掲げられた医療保険者種別毎の目標値

に即し、特定健康診査については 90％、特定保健指導については 60％とする。 

これらの目標値を達成するための令和６年度から令和 11年度までの実施率（目標値）

を、次のとおりとする。 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

特定健康診査実施率 85.0％ 86.0％ 87.0％ 88.0％ 89.0％ 90.0％ 

特定保健指導実施率 40.0％ 44.0％ 48.0％ 52.0％ 56.0％ 60.0％ 

 

 

第二章 特定健康診査等の対象者数（推計）等 

 

特定健康診査等の対象である 40 歳から 75 歳未満の組合員及び被扶養者について、特

定健康診査についてはそれぞれの種別、特定保健指導については支援の区分別に応じた

対象者数（推計）、特定健康診査等の実施者数（推計）、実施率（目標値）を次のとおり

とする。 

 

１ 特定健康診査 

                     （注）対象者数は「年齢階級別組合員数に関する調査」に基づき算出 

 

 

 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

組

合

員 

対象者数（推計） 680,270 681,803 683,590 687,907 693,540 699,434 

実施者数（推計） 627,062 633,932 640,972 650,324 661,007 672,090 

実施率（目標値） 92.2％ 93.0％ 93.8％ 94.5％ 95.3％ 96.1％ 

被

扶

養

者 

対象者数（推計） 122,081 118,954 115,621 112,415 109,390 106,499 

実施者数（推計） 54,936 54,719 54,342 53,959 53,601 53,250 

実施率（目標値） 45.0％ 46.0％ 47.0％ 48.0％ 49.0％ 50.0％ 

総

計 

対象者数（推計） 802,351 800,757 799,211 800,322 802,930 805,933 

実施者数（推計） 681,998 688,651 695,314 704,283 714,608 725,340 

実施率（目標値） 85.0％ 86.0％ 87.0％ 88.0％ 89.0％ 90.0％ 

（単位：人） 
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２ 特定保健指導  

                     （注）対象者数は「年齢階級別組合員数に関する調査」に基づき算出 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

動

機

付

け 

対象者数（推計） 53,321 53,215 53,113 53,186 53,360 53,560 

実施者数（推計） 25,883 28,395 30,938 33,543 36,258 38,978 

実施率（目標値） 48.5％ 53.4％ 58.2％ 63.1％ 67.9％ 72.8％ 

積

極

的 

対象者数（推計） 59,409 59,291 59,176 59,259 59,452 59,674 

実施者数（推計） 19,209 21,108 22,961 24,928 26,917 28,962 

実施率（目標値） 32.3％ 35.6％ 38.8％ 42.1％ 45.3％ 48.5％ 

総

計 

対象者数（推計） 112,730 112,506 112,289 112,445 112,812 113,234 

実施者数（推計） 45,092 49,503 53,899 58,471 63,175 67,940 

実施率（目標値） 40.0％ 44.0％ 48.0％ 52.0％ 56.0％ 60.0％ 

（単位：人） 
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第三章 特定健康診査等の実施方法  

 

１ 特定健康診査 

 

（１）実施形態 

 

①  組合員（任意継続組合員を除く。以下同じ。） 

 

ア 高確法第 21 条第１項の規定に基づき、事業主健診（学校保健安全法（昭和 33

年法律第 56号）その他の法令に基づき学校等において、その職員に対し実施する

ものとされている健康診断をいう。以下同じ。）の受診をもって特定健康診査相当

の健診を受けたものとして取り扱う。したがって、特に不足項目等がない場合、

別途受診は要しない。 

    

イ 事業主健診を受けることなく、人間ドック等（直営病院その他の健診機関にお

いて支部が実施する人間ドック、一日健診等であって特定健康診査の健診項目を

包含するものをいう。以下同じ。）を受けた場合は、当該人間ドック等の健診結果

を特定健康診査の結果として取り扱う。  

 

 ウ 実施場所及び実施時期は、ア又はイの実施場所及び日程による。 

 

② 被扶養者及び任意継続組合員（以下「被扶養者等」という。）  

 

ア 次に掲げる健診機関等で実施する。 

（ア）当組合の委任を受けた一般社団法人地方公務員共済組合協議会が委託契約す

る次の組織に属する健診機関で別に掲示するもの 

・ 公益財団法人 予防医学事業中央会 

・ 公益社団法人 全日本病院協会 

・ 公益社団法人 日本人間ドック学会（※） 

（※）令和６年４月１日から「日本人間ドック・予防医療学会」に名称変更 

・ 一般社団法人 日本病院会 

・ 公益社団法人 全国労働衛生団体連合会 

・ 公益財団法人 結核予防会 

（イ）各都道府県において当組合の委任を受けた代表保険者が委託契約する地区医

師会等に属する医療機関で別に掲示するもの 

（ウ）上記（ア）及び（イ）に掲げる以外の健診機関等で別に支部が委託契約する

もの（直営病院を含む。） 
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イ アに掲げた健診を受けることなく、人間ドック等を受けた場合は、当該人間ド

ック等の健診結果を特定健康診査の結果として取り扱う。 

 

ウ 実施場所は、アに掲げる健診機関等の所在地又は当該健診機関等が巡回健診で

出向く場所とする。（広報誌、ホームページ等に掲示する。） 

 

エ 実施時期は、原則として通年とする。 

 

（２）実施項目 

 

高確法の規定に基づく特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成 

19年厚生労働省令第 157号。以下「実施基準」という。）第１条に定められる次の検査

項目とする。 

 

１ 既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む。） 

２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

３ 身長、体重及び腹囲の検査（※１） 

４ ＢＭＩ（次の算式により算出した値をいう。）の測定 

  ＢＭＩ＝体重（㎏）÷身長（ｍ）２ 

５ 血圧の測定 

６ 肝機能検査（ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）） 

７ 血中脂質検査（※２）（空腹時中性脂肪（※３）、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレ

ステロール） 

８ 血糖検査（※４）（空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ） 

９ 尿検査（尿中の糖及び尿蛋白の有無の検査） 

10 厚生労働大臣が定める基準に基づき医師が必要と認める検査（貧血検査（ヘマ

トクリット値、血色素量（ヘモグロビン値）及び赤血球数）、心電図検査、眼底検

査、血清クレアチニン（ｅＧＦＲによる腎機能の評価を含む。）） 

 

 ※１ 腹囲の検査については、厚生労働大臣が定める基準に基づき医師が不要と認める場合は

省略可。また、腹囲の測定に代えて、内臓脂肪面積の測定でも可。 

※２ 中性脂肪が 400ｍｇ／ｄｌ以上又は食後採血の場合、ＬＤＬコレステロールに代えて、Ｎ

ｏｎ－ＨＤＬコレステロールでも可。 

※３ やむを得ず空腹時以外に採血を行った場合は、随時中性脂肪により検査可。なお、

空腹時とは絶食 10時間以上とする。 

※４ やむを得ない場合は、食直後を除き随時血糖も可。なお、空腹時とは絶食 10時間以

上、食直後とは食事開始時から 3.5時間未満とする。 
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２ 特定保健指導 

 

（１）実施形態 

 

①  組合員及び被扶養者等に対し、次に掲げる健診機関等で実施する。 

 

ア 当組合の委任を受けた一般社団法人地方公務員共済組合協議会が委託契約する

次の組織に属する健診機関で別に掲示するもの 

・ 公益財団法人 予防医学事業中央会 

・ 公益社団法人 全日本病院協会 

・ 公益社団法人 日本人間ドック学会（※） 

（※）令和６年４月１日から「日本人間ドック・予防医療学会」に名称変更 

・ 一般社団法人 日本病院会 

・ 公益社団法人 全国労働衛生団体連合会 

・ 公益財団法人 結核予防会 

 

イ 各都道府県において当組合の委任を受けた代表保険者が委託契約する地区医師

会等に属する医療機関で別に掲示するもの 

 

ウ 上記ア及びイ以外で、対象者への利便性を考慮した特定保健指導（訪問型特定

保健指導、ICTを活用した遠隔保健指導、人間ドック受診当日に行う特定保健指導

など）が実施可能な健診機関等、本部一括若しくは個別に支部が委託契約するもの

（直営病院を含む。） 

 

②  支部の保健師等による実施ができる場合は、当該保健師等により実施する。 

 

③  実施場所は、健診機関等の所在地又は健診機関等が出向く場所とする。（ICT を

活用した場合はこの限りではない。実施場所は広報誌又はホームページ等に掲示す

る。） 

 

④  実施時期は、原則として通年とする。 

 

（２）実施項目 

 

実施基準に基づく内容とし、次のいずれかの支援を実施する。 

 

・ 動機付け支援 

医師、保健師又は管理栄養士の面接による指導の下に行動計画を策定し、生活

習慣改善のための取組に係る動機付けに関する支援及び当該計画策定の日から

３か月以上経過後に実績評価を行う。 
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・ 積極的支援 

医師、保健師又は管理栄養士の面接による指導の下に行動計画を策定し、生

活習慣改善のための取組に資する働きかけに関する支援を相当な期間継続して

行うとともに、当該計画の進捗状況に関する評価及び当該計画策定の日から３

か月以上経過後に実績評価を行う。 

なお、２年連続して積極的支援に該当した対象者のうち、１年目に積極的支

援の対象者に該当し、かつ積極的支援を終了した者であって、１年目に比べ２

年目の状態が改善している者について、２年目の特定保健指導は、動機付け支

援相当の支援を実施した場合でも、特定保健指導を実施したこととなる。 

 

 

３ 外部委託の契約形態・外部委託者の選定に当たっての考え方 

 

  実施基準第 16 条の規定に定められる外部委託に関する基準を満たしている健診機関

等に外部委託を行う。 

 

 

４ 受診方法 

 

（１）受診券等の交付等 

  

被扶養者等に対しては、支部から特定健康診査の受診券を交付し、特定保健指導に

該当した者に対しては、支部から利用券又は特定健診当日から一週間以内に初回面接

を行う場合のセット券を交付する。交付は、組合員を介した手渡し、直接送付その他

適宜の方法による。ただし、人間ドック等による場合その他支部が個別に契約した健

診機関による場合（上記１（１）②ア（ウ）又は２（１）①ウによる場合）等にあっ

ては、適宜の対応とする場合もある。この場合は、必要な案内を行う。 

 

（２）受診等の際の手続き等 

   

①  受診等の際の手続き 

被扶養者等又は特定保健指導に該当した者は、これらの受診券、利用券又はセッ

ト券を、組合員証若しくは被扶養者証又はマイナンバーカードとともに健診機関等

に提示して、特定健康診査又は特定保健指導を受ける。 

 

②  受診等の際の自己負担 

当分の間、自己負担は徴収しない。ただし、人間ドック等に伴い特定保健指導を

行う場合で当該特定保健指導以外の指導等を受けた場合の当該指導等に係る費用に

ついては、所定の自己負担を徴する。 
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（３）費用の精算方法等  

    

   特定健康診査等に要した費用の精算は、社会保険診療報酬支払基金を代行機関とし

て決済を行う。ただし、人間ドック等による場合その他支部が個別に契約した健診機

関等による場合（上記１(１)②ア（ウ）又は２（１）①ウによる場合）等にあっては、

当該人間ドック等を行った健診機関等と支部との間で当該費用の精算を行う等、適宜

の措置を講じる。 

また、例外的に、健診機関等の都合その他やむを得ない事情により、被扶養者等又

は特定保健指導に該当した者が、特定健康診査又は特定保健指導に要した費用の全額

を健診機関等に支払った場合は、それらに要した費用を申請に基づき償還する取扱い

とする。 

 

 

５ 事業主健診等のデータの受領方法 

 

（１） 特定健康診査 

 

①  組合員 

事業主健診等を行った健診機関又は事業主から、原則として電子データにより受

領する。 

 

②  被扶養者等 

被扶養者等に対する特定健康診査を行った健診機関から、社会保険診療報酬支払

基金を経由し（直営病院によるものを除く。）、電子データにより受領する。 

 

（２） 特定保健指導 

 

保健指導実施機関から、直接又は社会保険診療報酬支払基金を経由し、電子データ 

により受領する。 

 

 

６ 特定保健指導の対象者の抽出（重点化） 

 

  原則として、特定保健指導の対象者全員に実施する。ただし、健診結果が受診勧奨判

定値（保健指導判定値よりも高い値で重症化を防止するために医療機関を受診する必要

性を検討する値）を超えている対象者のうち、支部の保健師等が、医療機関において速

やかに治療を開始すべき段階であると判断した者については、受診勧奨を行い、特定保

健指導を実施しなくても差し支えない。 

  なお、支部に保健師等がいないために、受診勧奨者の取扱いについて判断ができない

場合は、一律、特定保健指導の対象とすることとする。 
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７ 実施に関する毎年度の標準的な年間スケジュール 

 

時     期 内                容 

毎 事 業 年 度 前 半 

 

支払基金に受診券発行情報の登録 

特定健康診査の対象者の抽出 

受診券の送付 

健診データの受領（例月） 

支払基金からの請求額の支払（例月） 

毎 事 業 年 度 後 半 未受診者への勧奨 

特定保健指導の対象者の抽出、重点化 

支払基金に利用券発行情報の登録 

利用券の送付 

特定保健指導の実施 

特定保健指導データの受領（例月） 

未実施者への勧奨 

毎 事 業 年 度 末 計画の見直し 

翌事業年度の委託契約準備・契約 

翌事業年度１０月末 国への報告 

 

 

第四章 個人情報の保護  

 

１ 記録の管理に関するルール 

 

保有する個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）、公立学

校共済組合個人情報保護方針（平成 17年３月 16日制定）、公立学校共済組合個人情報保

護規程（平成 30年 10月 23日全部改正）、支部が定める個人情報の取扱いに関する細則、

公立学校共済組合セキュリティポリシー（令和５年４月）その他関係法令を遵守し、厳

重に管理する。 

健診機関等との委託契約に当たっても、当該健診機関等に対し、厳重に管理させる。 

 

 

２ 特定健康診査等に関するデータの保存方法、保存等における外部委託の有無 

 

高確法第 22条及び第 25条並びに実施基準第 10条第１項の規定により、保険者は、特

定健康診査等に関する記録を電磁的方法により作成し、保存しなければならないことと

されている。当該記録の保存に当たっては、NTT データ株式会社の「特定健診・特定保

健指導共同情報処理システム」を用いる。 

なお、当該記録の保存期間は、当該記録の作成の日の属する年度の翌年度から５年を
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経過するまでの期間又は加入者が他の保険者となった日の属する年度の翌年度の末日ま

での期間のうちいずれか短い期間とされている。 

 

 

３ 保険者間の特定健康診査等のデータ移動 

   

  高確法第 27 条第１項及び実施基準第 13 条の規定により、保険者は、加入者の資格を

取得した者があるときは、当該加入者が加入していた他の保険者に対し、当該他の保険

者が保存している当該加入者に係る特定健康診査等に関する記録の写しを提供するよう

求めることができることとされている。 

また、当該記録の写しを求められた他の保険者は、当該記録の写しを提供しなければ

ならないこととされており、提供するに当たっては、あらかじめ、当該他の保険者の加

入者であった者に対し、記録の写しを提供する趣旨及び提供される記録の写しの内容に

ついて説明を行い、かつ、当該他の保険者の加入者であった者の同意を得なければなら

ない。ただし、当該記録の写しの提供を求めた保険者において説明を行い、当該他の保

険者の加入者であった者の同意を得たことが確認できたとき又は当該記録の写しの提供

が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行わ

れたときは、この限りではない。 

なお、当該記録の写しを提供するに当たっては、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法、電磁的方法により作成された当該特定健診等に

関する記録を記録した光ディスクを送付する方法その他の適切な方法により行うものと

する。 

 

 

第五章 特定健康診査等実施計画の公表及び周知 

 本計画の公表・周知は、当組合ホームページ等を用いる。 

 

 

第六章 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し  

 本計画は、毎事業年度、実施状況や目標達成状況等により評価を行い、必要に応じて、

翌事業年度の事業計画を目途に見直しを行う。 


